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論文内容の要旨

地域住民の福祉を向上し、地域で生活し続けられる環境の整備を目的として、コミュニティパスが整備される事例

が増えている。福祉向上を目的とする交通の整備では、営利をあげることを目的とした交通の整備と異なる評価方法

が必要である。本論文では、この評価方法のあり方を、社会福祉政策の供給方法について述べた社会福祉原論にもと

め、コミュニティパスの評価においては、既往の交通の評価で行われている費用効果分析に加えて、 「サービスを提

供すべき対象を定め、その対象にサービスがし、きわたっているか」を評価することが必要であることを提案した。

まず、サービスを提供すべき対象を定めるためには、現在の移動の状況で生活に困難を抱えている人を明らかにす

る必要があった。主観的な判断は状況に依存し、変化してしまうため、当事者の主観的な判断に頼った場合、生活に

困難を抱えている人を発見することが困難である。そこで、経済学で貧困を明らかにする手法として注目されている

Amartya Sen の Capability Approach をもとに、サービスを提供すべき対象を定める方法を提案した。この理論では、

人が物事を行える客観的な状況に立脚するとともに、物事の達成の可否に立脚し判断を行うのではなく、達成できる

可能性の広がりをもとに判断を行う。本論文では、この理論をもとにしたコミュニティパスのサービスがサービスを

提供すべき対象を明らかにする方法を提案した。この方法を行うために必要な、人の達成可能性を表す指標および調

査方法について検討を行った。

以上提案を行った方法をケーススタディ地域に適用し、サービスを提供すべき対象について検討を行った。その結

果、コミュニティパスが必要であると要望を述べていた地域よりも困難を有しており、コミュニティパスの整備が必

要な地域があることを指摘することができた。また、それぞれの地域に必要なコミュニティパスの特性を明らかにす

ることができた。

加えて、費用効果分析の視点からの評価もコミュニティパスの整備効果の評価に求められている。本研究では、費

用効果分析の方法を検討し、加えて、より費用対効果が高いコミュニティパスの運行方法の検討を行った。具体的に

は、地域に利用されず眠っているスクールパスなどの交通の資源をコミュニティパスに統合することにより、費用対

効果の向上を目指した。ケーススタディ地域で社会実験を行うことにより、コミュニティパスに必要な費用とサービ

ス変化による利用者の行動変化を把握し、検討を行った。その結果、見た目上の費用は増加したものの、費用対効果
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は向上したことを示した。

論文審査の結果の要旨

最近、地域住民の福祉を向上し、地域で生活し続けられる環境の整備を目的として、コミュニティパスが整備され

る事例が増えている。福祉向上を目的とする交通整備では、営利を目的とした交通整備を評価する従来の評価方法と

は異なる評価方法が必要である。本研究では、このような課題に応えるため、コミュニティパスの評価に際し、従来

の評価方法にない視点として、“福祉"概念を導入した評価方法を提案している。加えて、コミュニティパスの効率

的な運行についての検討も行っている。

本論文は 9 章から構成される。

第 1 章では、背景、目的、論文の構成について述べている。特に、土木計画学で行われてきた交通サービスの整備

効果の評価方法を整理し、福祉の向上を目的とした交通サービスの評価方法としては不十分である点を指摘している。

第 2 章では、社会福祉政策の供給方法について述べた社会福祉原論に評価方法の基礎を置き、既往の交通の評価で行

われている費用効果分析に加えて、「サービスを提供すべき対象を定め、その対象にサービスが十分に行き渡ってい

るか」の視点に立った評価を行う必要性があることを明らかにした。

第 3 、 4 章では、費用効果分析を用い、より費用対効果が高いコミュニティパスの運行方法の検討を行っている。

具体的には、費用対効果の向上を目指した、昼間に利用されていないスクールパスの機能をコミュニティパスに統合

する方法を提案し、その統合効果を検証した。

第 5 章では、経済学で貧困を明らかにする手法として注目されている Amartya Sen の Capability Approach をも

とに、移動に困耗を有している人を明らかにし、サービスを提供すべき対象を定める方法を提案した。加えて、この

検討を行ううえで必要となる人の達成可能性を表す指標の提案を行った。第 6 章では、人の達成可能性を表す指標を

アンケート調査により把握する方法を提案した。さらに、 Sen が位置づけたように、財とそれを利用する能力の両方

と、調査により得られた指標の聞に関係性があることを示し、提案した調査方法の有効性を示した。

第 7 、 8 章では、提案した方法をケーススタディ地域に適用し、サービスを提供すべき対象を明らかにするととも

に、地域に必要なコミュニティパスの特性について示した。第 9 章では、本論文のまとめと今後の課題について整理

している。

以上のように、本論文は、来るべき超高齢社会を見据えて、都市部、地方部を問わず移動困難者のモピリティ向上

を図ることが求められている現代において、極めて時宜を得たテーマで、あり、従来の評価視点とは異なる“福祉"と

いう視点を経済学の最新の知見を取り込んで交通計画分野に応用することを試みた新規性のある研究であると評価

できる。加えて各自治体で試みられているコミュニティパス計画に有益な知見を与えることができ、応用性、有用性

においても優れている。よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。
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